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　 8月 7日に厚生労働省が発表し
た令和 6年「労働安全衛生調査（実
態調査）」の概況によれば，12％
の企業が過去 1年間でメンタル不
調から 1ヵ月以上休職するか退職
した社員がいるとのことです。メ
ンタル系疾患による休職者は，今
やほとんどの企業が抱える深刻な
労務問題となっています。

復職可だがシフト勤務不可
　今回は，たまたま製造現場を抱
える複数の顧問先企業から，「メ
ンタル系疾患で休職中の社員から
復職の申し出があったが，それぞ
れの主治医から『復職を認める。
ただしシフト勤務は避け，通常の
時間帯の勤務とする』という就労
を制限する診断書が添えられてい
る…」という相談がありました。
　各企業には産業医がおり，筆者
が起案した就業規則「休職」にあ
る復職の手続き通りに復職前に産
業医面談を行い，会社は産業医と
しての見解を求めました。いずれ
の産業医も，「主治医のアドバイ
ス通りシフト勤務はNGとし，復

職を認める」とのことでした。会
社は困りました。
　就業規則では，休職者の復職に
当たり，「原則として休職前の職
務を休職前と同様の条件で就労す
る」との定めがありますが，産業
医意見に基づいて復職を認める場
合は，シフトから外さなければな
りません。
　もともとシフト勤務は「できれ
ば敬遠したい」と考える社員が多
く，現場では，採用時の面接でシ
フト勤務を最初からの労働条件と
するなどの工夫を凝らして，シフ
ト勤務をどうにか続けている状態
です。人事に対しては，シフト勤
務の魅力につながるような思い切
ったシフト勤務手当の創設あるい
は増額，またはシフト勤務者だけ
の特別な休日の設定などを検討し
てほしいとの要請が来ています。
人事としては，新しい仕事や新し
い作業が生まれる都度，新たに手
当を払うなどという特別対応はせ
ず，これらも含めてすべて基本給
に含まれるという対応で割り切り
たいと考えています。従ってそこ

までシフト勤務者を特別対応とす
ることはできません。また新しい
手当を設けたり増額するだけの人
件費予算の余裕もありません。
　一方で，製造現場は社員数が多
いこともあり，現在休職中の社員
がまだ数名残っています。彼らも
休職前はシフト勤務者でした。今
回のシフト勤務をNGとする復職
対応が前例となることも心配して
います。

会社が決めていいのだが…
　さて，労働安全衛生法に沿った
厚生労働省の指導では，休職者の
職場復帰は使用者が決定するとさ
れていますが，とはいえ傷病休職
では“病気”からの回復の程度の
専門的な判断が復職の是非を決定
する大きな要素となります。産業
医が主治医のシフト勤務NGのア
ドバイスを認めるのであれば，こ
れを無視して会社が復職者にシフ
ト勤務を命じることで後々，病気
が再発などすればさらに大きな会
社のリスクにつながりかねないと
いう心配の声も挙がりました。
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　 1社からは，雇用契約書の従事
する業務の欄の変更の範囲に，シ
フト勤務に限定する旨の記載を検
討してほしいとの要請がありまし
た。しかしながら，実際には，製
造現場にはシフト勤務を導入して
いない部門もあり，また業務の繁
忙時だけシフト勤務とする部門も
あります。さらに配置転換により
シフト勤務の部門に異動したり，
シフト勤務から外れたりすること
も珍しくありません。実態を考え
れば，雇用契約書の従事する業務
の記載を中途半端に変更すること
は，もっと大きな問題を招くこと
になりそうです。
　さてどのように対応すべきでし
ょうか。一般論ですが，多くの人
事の方々からは「当社の産業医は
主治医の診断書のコメントには反
対しないね」「最近の主治医は患
者の希望に沿った診断書を作成す
る傾向にあるね」という意見が聞
かれます。そのうえで，筆者はま
ず，これら産業医の「主治医の意
見通りシフト勤務はNGとして復
職させる」という見解に素朴な疑
問を持ちました。

 産業衛生専門医に聞く
　そこで懇意の産業衛生専門医※

に，メンタル系疾患とシフト勤務
の関係について幅広い見解を尋ね
てみました（※産業医にも産業医領域
の“専門医”として日本産業衛生学会の

産業衛生専門医という制度があります）。
　以下，素人の筆者のまとめ方で
すので内容は医学的には正確では
ないかもしれませんが，産業衛生
専門医の見解の要旨です。
● 睡眠相後退症候群，非24時間
睡眠覚醒症候群など，体内時計
に関連する疾患の場合は，シフ
ト勤務不可との就労制限は医学
的にはありえる。

● 双極性障害・統合失調症などの
精神疾患も睡眠リズムの乱れは
再発・悪化のリスク因子とされ
るため，シフト勤務不可となる
可能性はある。

● うつ病・うつ症状については，
シフト勤務が再発・悪化の原因
となるという医学上の知見はな
い。もっともうつ病・うつ症状
の場合，休職中，例えば昼夜逆
転などの生活のリズムが不安定
な状態であることも珍しくな
い。主治医あるいは休職者本人
からは復職直前の日々の生活の
リズム（要は起床・就寝時刻や睡
眠時間など）を詳しく確認する
べきだと思う。そのうえで，復職
直後，概ね 1ヵ月程度はシフト
勤務を外して復職させて様子を
見たうえで，シフト勤務に戻す
のが実務上は適切ではないか。

　この「 1ヵ月程度のシフト勤務
免除」というアドバイスは，ハマ
の労務コンサルである筆者の立場
からも，①就業規則の「復職」に

際して「休職前の職務（＝製造）・
就労条件（＝シフト勤務）」とい
う原則は守られており，②「 1ヵ
月のシフト勤務免除」という会社
からの条件提示を行い，復職者か
らの同意を確認したうえで復職手
続きを行うことができる，③万一
復職者が不同意となれば，就業規
則の定めにある「復職は休職前の
職務とする」との復職の条件を満
たさないことを理由に復職を認め
ない＝休職を延長させることもで
きる，④ 1ヵ月経過時点で，念の
ため，主治医の診断書と産業医面
談を行い，仮にシフト勤務不可の
所見であれば，会社の復職のため
の 1ヵ月の努力（実績としても明
らかとなっている）にもかかわら
ず，シフト勤務不可であるので，
やはり就業規則に従って復職は認
められないという使用者決定を打
ち出しやすい環境が整えられてい
る─すなわち「シフト勤務を免
除，ただし 1ヵ月に限る」という
ことで合理性のある決断として使
用者側にいくらか有利な材料が用
意できるようにも思えます。これ
をハマの労務コンサルとしてアド
バイスをしました。いずれも会社
の満足する結果となったようです。
　最後に，相談に乗っていただい
た産業衛生専門医の方からは，「リ
スクから逃げ回る“なんちゃって
産業医”には注意しないといけな
いね」との言葉がありました。
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